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要点 

 公開草案は、IFRS 第 9 号の強制適用日を 2015 年 1 月 1 日以後開始す

る事業年度に延期することを提案しているが、早期適用は認められる。 
 提案は、比較情報を修正再表示する一般的な要求を変更するものではな

いが、2012 年 1 月 1 日より前に開始する期間から IFRS 第 9 号を採用す

る場合、比較情報を修正再表示しない限定的な救済措置を維持する。 

 提案のコメント期間は、2011 年 10 月 21 日に終了する。 

 

 

提案 

2011 年 8 月 4 日、国際会計基準審議会（IASB）は、一般からのコメントを求め

るために、IFRS 第 9 号「金融商品」の 2009 年版と 2010 年版の双方の強制適

用日を 2015 年 1 月 1 日以後開始する事業年度に延期することを提案する、

公開草案 ED/2011/3「IFRS 第 9 号の強制適用日」（ED）を公表した。IFRS 第

9 号の適用は、現在 2013 年 1 月 1 日以後開始する事業年度に強制される。

本 ED は早期適用を引き続き許容しており、提案のコメント期間は 2011 年 10
月 21 日に終了する。 

審議会は、金融商品プロジェクトにおける残りのフェーズの完了予定に関する

最近の変更の結果として、IFRS 第 9 号の強制適用日を延期することを提案し

ている。審議会は、企業が金融商品のすべてのフェーズを同時に適用できる、

そして可能であれば、現在開発中である保険契約の基準書と同時に適用でき

ることを目指している。 
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金融商品プロジェクトにおける残りのフェーズおよび保険プロジェクトの完了に

関する最新の予定は、以下のとおりである。 

プロジェクト 次に予定しているプロジェクトのマイルストーン 

金融商品  

減損 2011 年下半期に再公開草案またはレビュー・ドラ

フトの公表 

一般的なヘッジ会計 2011 年第 4 四半期に最終基準書の公表 

マクロ・ヘッジ会計 2012 年第 1 四半期に公開草案の公表 

資産と負債の相殺 2011 年第 4 四半期に最終基準書の公表 

保険契約 2011 年第 4 四半期または 2012 年に再公開草案

またはレビュー・ドラフトの公表 

 

見解 
 
IFRS 第 9 号における経過措置の要求は、2012 年 1 月 1 日より前に開始する

期間から IFRS 第 9 号を採用する企業に対して、比較情報の表示に関する限定

的な救済措置を提供している。企業は IFRS 第 9 号の導入に対して、提案により

より長い期間準備期間となることから、審議会は救済措置の延長は必要ないと

考えており、本 ED では救済措置の延長を提案していない。しかし、本 ED では、

特に IFRS 第 9 号の当初適用日より前に認識が中止されている金融商品につい

て、IAS 第 39 号「金融商品：認識及び測定」を引き続き適用する要求を考慮し

て、一部の関係者がこの救済措置の延長を要請していることに言及し、この問

題に対する意見を募集している。 
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